
検討資料 (未定稿) 本資料の意見等に係る部分は当組合の

見解に過ぎきせんので注意願います。

消防庁報道発表「点検報告書様式等の改正に関する
意見公募」検討資料について

静岡県消防設備保守点検業協同組合 平成 31年 2月 7日 整理

1 組合の対応
0消 防庁予防課は、平成 31年 1月 21日 (月 )から「点検結果報告書及び同報告書添付
の点検票様式の一部改正」に関する意見公募を開始した。
。 組合では、改正案及び意見公募を、組合員だけでなく関係者や多くの国民の皆様に知
っていただくため、組合内外に情報発信を行うとともに、理事会、共同受注委員会、青
年部会 (業務担当委員会)等が現場の実態等を踏まえた公募意見をとりまとめ、消防庁ヘ

の提出を目指すことにした。

情報発信 組合意見まとめ 意見提出

No 情報発信先など 趣旨・ 目的

¬ 組含員 0組含員に伝える

2 県内関係者、県・市田]、 消防本部等を含む県民 ・世論の喚起

・情報の共有など
3 県外関係者を含む国民

4 組含ホームページ

5 消防庁予防課 (公募意見)
0火災予防の推進を1目指す
02月 20日 (水)必着

2 消防庁「点検報告書様式等の改正」の概要
(1)改正される様式について

【根拠 】消防法第 17条の3の 3(防火対象物の関係者に報告義務 )
↓
【実施 】消防法施行規則第 31条の六 第 1項・第3項 (点検の方法・報告等を定める )
↓  同規則同条        第4項 (報告書様式は消防庁長官が定める )
【様式 】消防庁告示・・…。公布日

｀
から改正 (関係法の改正に伴う部分は平成31年 7月 )

(2)改正内容 → 次ページ
消防庁予防課 「報道発表」資料 /平 成 31年 1月 21日 発表
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書 類 名 様式制定の原告示 容内

点検報告書
様式

平成 16年 5月 31‐ 日
消防庁告示 第 9号
| ↓

様式改正の告示あり
↓
至現在

① 男J記様式第 1「点検結果報告書1 別 添

-1

(新旧)

② 男1記様式第 2「点検結果総括表」
(その 1)(その 2)

男1蒻晨-2

( ′′ )

③ 男1記様式第 3「点検者一覧表」 月1ジ爵-3

(〃 )

点検票様式
(アに添付 )

昭和 50年 5月 31日
消防庁告示 第 14号
↓

様式改正の告示あり
↓
至現在‐

一別

―
＝
１
１
リ

種
　
　
．

］い軸』嚇『

④

ｆ
ｌ
ｌ
ｌ
ｔ

男1ジ露-4

(新旧)



消防庁予防課「報道発表」資料 /平成 31年 1月 ※ 下線は組含事務局

昭不□五十年消防庁告示第十四号 (消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果

報告書に添付する点検票の様式)の一部を改正する件及び平成十六年消防庁告示第九号
(消防法施行規貝」第三十一条の六第一頂及び第三頂の規定に基づ<消防用設備等又は
特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて行う点検の期間、点検の方法並びに点検

の結果についての報告書の様式)の一部を改正する件について

平成31年1月
消防庁予防課

【概要】

1点検報告書様式及び点検票様式におけるE口鑑の簡素化について
消防用設備等の点検については、消防法 (昭不□23年法律第186号)第17条の3
の3の規定に基づき、防火対象物の関係者 (所有者、管理者又は占有者)に対して

報告義務が課されている。

点検報告書様式については平成16年消防庁告示第9号において、当該報告書に

添付する消防用設備等の種類ごとの点検票様式については昭不□50年消防庁告示

第14号において、それぞれ定められており、各様式において報告義務者である防火

対象物の関係者以外の者 (点検者、立会者及び防火管理者)の押E口を求めているが、

消防機関において報告義務者でない者にまで押E口を求め、本人確認を行う法的必

要lltは無いものと考えられる。

また、各様式において防火対象物の関係者以外の者にまで押E口を求めることによ

り、自治体における電子申請システムの導入に当たり、防火対象物の関係者以外の

者すべての電子証明書が必要になり、当該電子申請システムが利用されに<<なる
可能lltがある等の弊害が予見される.

以上のことから、各様式において求めている防火対象物の関係者以外の者の押Eロ

について不要とし、各様式における①マークを削除することとしたい。

2点検報告書様式における記載内容の見直しについて
点検報告書様式において、点検報告時に必ずしも確認の必要がない項目や記載す

べき内容が明確でない項目があつたこと等の課題を踏まえ、点検報告書様式の記載

内容の見直しを行うこととした。

3工業標準化法の一部改正に伴う改正について
不正競争防止法等の一部を改正する法律 (平成30年法律第33号。平成31年7月
1日施行予定。)による工業標準化法の一部改正に伴い、各様式備者中「日本工業

規格」を「日本産業規格」に改めることとした。

【施行期日】

公布の日

ただし、「日本工業規格」を「日本産業規格」に改める部分は、平成31年7月 1日。
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(3)意見公募要領 (抜すい)/消 防庁予防課「報道発表」資料に添付  ※下線は組含事務局

1意見公募対象
・ 消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式の一部を改正
する件 (案 )
・ 消防法施行規貝」第三十一条の六第一頂及び第三項の規定に基づ<消防用設備等又は特殊消防用設備
等の種類及び点検内容に応じて行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様
式の一部を改正する件 (案 )

2意見公募の趣旨・目的 0背景
1 点検報告書様式及び点検票様式におけるE日鑑の簡素化について
2点検報告書様式における記載内容の見直しについて
3工業標準化法の一部改正に伴う改正について
3資料入手方法
0 電子政府の総含窓□ (e―Gov)(http://www.e― Gov。 80。 jp/)の「ノヽプリックコメント」欄及び総務省
ホームベージ(http://wwwo soumu.80。 jp/)の「報道資料」欄に掲載。連絡先窓□でも配布.

4意見の提出方法・提出先
・ 下記 (4)の場合は、意見提出フォームに郵便番号、氏名及び住所 (法人又は団体の場合は、名称、代表者の
氏名及び主たる事務所の所在地)並びに連絡先 (電話番号又は電子メールアドレス)を記載の上、意見提出
期限までに提出して<ださい。
0下記 (2)～ (4)のいずれかの場合は、意見書 (別紙様式)に氏名及び住所 (法人又は団体の場合は、名称、代
表者の氏名及び主たる事務所の所在地)、並びに連絡先 (電話番号又は電子メールアドレス)を明記の上、意
見提出期限までに提出して<ださい.なお、提出意見は必ず日本語で記入して<ださい。
(1)電子政府の総含窓□「e=Gov」を利用立る場合
電子政府の総含窓□「e― Gov」 (httpプ/searchoe-80V,80。 jp/servlet/Public)の意見提出フォームから
ご提出<ださい。なお、添付フアイルは利用できません.添付フアイルを送付する場合は (2)。
(2)電子メールを利用する場合
電子メールアドレス:yobo」 tmark_soumu。 80。jp  総務省消防庁予防課 あて
※ スパムメール防止のため「@」 を「」tmark_」 と表記したが送信時には「@(半角)」 入力。
※ 極力、メール本文に意見を書き込む (添付ファイル使用の場合は「意見公募要領参照」)。
※ 電子メールアドレスの受取可能最大容量は「10М B(メ ール本文等含む)」 。

(3)郵送する場合
〒100-8927東 京都千代田区霞が関2-1-2 総務省消防庁予防課 あて
(4)FAXを利用する場合
FAX番号:03-5253-7533 総務省消防庁予防課 あて
※ 連絡先窓□の担当に電話連絡後、送付侶」途、電子データによる送付依頼の場合あり)。

5意見提出期間
・平成31年 1月 22日 (火 )から平成31年 2月 20日 (水)まで (必着) ※ 垂6送は締切日消E口まで有効
6留意事項 (抜すい)
・ 意見が「1000字を超える」場合、その内容の要旨を添付。また、それぞれの意見には、当該意見の対象で
ある命令等の案の名称、そのベージ等を記載すること。
・ 提出された意見は、電子政府の総含窓□(e-6ov)及び総務省ホームベージに掲載するほか、総務省消防
庁予防課にて配布又は閲覧に供する。
・ 氏名 (法人又は団体にあっては、その名称並びに代表者及び連絡担当者の氏名)、住所 (所在地)、電話番
号、電子メールアドレスは、提出意見の内容に不明な点があった場合等の連絡・確認のために利用する。

0 なお、提出された意見とともに、意見提出者名 (法人又は団体にあってはその名称及び代表者の氏名に限
り、個人で意見提出された方の氏名は含まず)を公表する場合がある。法人又は団体にあっては、その名称
及び代表者の氏名について、匿名希望の場合はその旨を記入すること(連絡担当者の氏名は公表せず )。
・ 意見に対する個別の回答はいたしかねますので、あらかじめ御了73K<ださい。
0 提出された意見は、結果の公示の際、必要に応じ整理・要約したものを公示することがある。その場合に
は、提出された意見を連絡先窓□に備え付け、閲覧に供するのであらかじめ御了承<ださい。
0 提出された意見を、公示又は公にすることに
より、第三者の利益を害するおそれがあるとき、
その他正当な理由があるときは、提出意見の金
部又は一部を除いて公示又は公にすることがあ
りますので、あらかじめ御了75K<ださい。

【連絡先窓□ 】
総務省消防庁予防課 担当 :松葉
電 ヨ舌:03-5253-7523 FAX:03-5253-7533
電子メールアドレス :yobo_atmark_soumu.go.jp
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(4)簡単な方法/電子政府の総合窓口「バブリックコメント(意見募集中案件)※ 丸枠は組合事務局

・ 次のホームベージアドレスを入力すれば「電子政府の総含窓□/パブリックコメント」
サイトが開きます。
0 同サイトには、改正関連のかかりやすい資料が添付されています (下記の O参 照)。

::::3i``::1:::L8~gOV・
gO.Jp/Servlet/Pub!ic?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=

ホーム〉パブリックコメント〉パブリックコメント (意見募集中案件)〉 意見募集中案件詳細
パブリックコメント:意見募集中案件詳細

消防/消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式の一部を

改正する件 (案)及び消防法施行規則第二十一条の六第一項及び第二項の規定に基づく消防用設

備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて行 う点検の期間、点検の方法並びに点検

の結果についての報告書の様式の一部を改正する件 (案)に対する意見公募
案件番号/ 860201901

定めようとする命令等の題名/
。消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式の一部を改正

する件 (案 )
。消防法施行規則第二十一条の六第一項及び第二項の規定に基づく消防用設備等又は特殊消防用設備

等の種類及び点検内容に応じて行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の

様式の一部を改正する件 (案 )

根拠法令項/
。消防法施行規則 (昭和 36年総務省令第 1号)第 31条の 6第 4項
。平成 16年消防庁告示第 9号 (消防法施行規則第 31条の 6第 1項及び第 3項の規定に基づく消防用

設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて行 う点検の期間、点検の方法並びに点検

の結果についての報告書の様式)第 4

行政手続法に基づく手続であるか否か/行 政手続法に基づく手続
問合せ先/(所管府省・部局名等)総 務省消防庁予防課 電話 :03‐ 5253‐ 7523 FAX:03‐ 5253‐ 7533
案の公示日/2019年 01月 22日
意見 口情報受付開始日/2019年 01月 22日
意見・情報受付締切日/2019年 02
関連情報/ 意見公

資料の入手方法/
総務省消防庁予防課において資料配付及び閲覧に供する

意見提出には画像や音声による認証が必要です。

先を含む)、 命令等の案

見公募要領 PDF    ・意見書 PDF
・新旧対照表 (昭和 50年点検票告示)(1/4)PDF
。新旧対照表 (昭和 50年点検票告示)(2/4)PDF
。新旧対照表 (昭和 50年点検票告示)(3/4)PDF
。新旧対照表 (昭和 50年点検票告示)(4/4)PDF
・新旧対照表 (平成 16年点検報告書告示) PDF
の他/

要 PDF    ・報道資料 (1/4)PDF
道資料 (4/
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(5)意見書 (様式)

【パターン1】 A4版 口1枚で書く場合

総務省消防庁予防課 あて

意  見  書

平成 年 月 日

郵便番号

(る、りがな)

住所 (所在地)

(ふりがな)

氏名 (法人又は団体名等)(注 1)
電話番詈

電子メールアドレス

「消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式の一部を改正する件(案 )及び

消防法施行規貝」第二十一条の六第一項及び第二項の規定に基づ<消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内

容に応じて行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式の一部を改正する件(案 )」 に関し、皿紙

のとおり意見を提出します。

注1 法人又は団体にあつては、その名称及び代表者の氏名を記載すること。併せて、連絡担当者の
氏名を記載すること。

注2 用紙の大きさは、日本工業規格A列4番とすること。別紙にはベージ番号を記載すること。

【パターン2】 A4版・1枚と別紙で書く場合

意  見  書

平成  年  月  日
総務省消防庁予防課 あて

郵 便 番 号:〒
(ふりがな)

住 所:

(る、りがな)

氏名(注1):

電 話 番 号:

員31こメールアト
・レス:

「消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式の一部を改正する件 (案 )及び

消防法施行規貝」第三十一条の六第一項及び第三項の規定に基づ<消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内
容に応じて行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式の一部を改正する件 (案 )」 に関し、以正
のとおり意見を提出いたします。

(以下に意見を記載する。別紙に記載する場合は「8」紙に記載」と記載し、意見を記載した別紙を添付する。)

注1:法人又は団体にあっては、その名称及び代表者の氏名を記載すること。
注2;用紙の大きさは、日本工業規格A列4番とすること。別紙にはベージ番号を記載すること。
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3 論点整理 (組合事務局)

問題-1 
に     ヲ拝髪短鏑為履

工業基準化法の一部改正に伴う改正」

問題受
基
『
1翻混罐醜肝鑽⑮鼎造藻麟甕楷青送騒角

問題-3」寝昇要琴辟讀炒霙習摯榛尋籍暮誡鋸劃1で野メ墨斯
悉する事業者として論点整理 .

点検結果報告書の「有資格者点検/要 。不要」欄新設と、「有資格者
点検の基本 (消防法)」。

無資格者点検も有資格者点検と同じように点検者全員を記載するかの

確認。

自治体消防を基本とする消防法の基盤と現場のマンパワー.

改正案を審議した消防庁予防課「)肖防用設備等点検報告制度のあり方

に関する検討会 (以下「消防庁検討会」という)」 で出された報告率改

善の 1方策として「有資格者の範囲を拡大すべき」との委員意見や点
検時の安全等から「資格者による点検を推奨」している有力消防本部

の存在。

改正様式と、国民生活や点検・結果報告事務の現場。

改正様式と、それぞれの地域事1冑を有する地方や人□減少等に直面す

る地方の地域社会、地域経済及び地域防災力.

点検結果報告書の「有資格者点検/要・不要」欄新設による消防用設
備等保守点検業界及び適正点検確保への影響等。

問題-4 
ぉみ冒襲彗曇葎異流憑冒誓P(有

資格者点検・無資格者点検)に

問題-5 
施房詈病菅午嵌茎暦々豚潜促禦賃装|お嚢騒1誂「理幌型、筵
用される「消火器点検アプリ」との関連。

問題-6 
正顧堅」朧 催黒      ;      膏

料
窯属嘉善軋麿

式及び点検票様式におけるE日鑑の簡素化について」に記述されて

いる「……各様式において報告義務者である防火対象物の関係者

以外の者 (点検者、立会者及び防火管理者)の押印を求めているが、

消防機関において報告義務者でない者にまで押E日を求め、本人確

認を行う法的必要1生は無いものと考えられる。」

※  「防火管理者」は、消防法第 8条が明文で規定し、昭不□35年の法改正を
含む数次の法改正により「人」による火災予防体制の核となる存在として

法的に位置づけ。 → 消防基本法制研究会編著「逐条解説消防法第 4版」

ウ

　

エ

オ

カ
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<図 >消防用設備等の保守点検ルール

4 参考資料
○ 【参者】消防法令上の有資格者
○ 消防法施行規貝」第 31条の6ほか
○ 消防庁告示(平成 16年 5月 31日 /消防庁告示第9号 )
○ 同 (昭不□50年10月 46日/消防庁告示第14号 )

別添…1 点検報告書様式「点検結果報告書」
日」添…2 同      「点検結果総括表」(その 1)(その 2)
日J添-3 同      「点検者一覧表」
局」添…4 点検票様式 (点検結果報告書に添付)

防火対象物 1 消1防用設備等の設置を義
務づける防火対象物

〔番1,「iぜIЪttl

ア 延 1,OQ

有資格者 (消防設備士等
点検する

延 1,000ピ以上かつ
消防長・消防署長が指定し

た非
‐
特定防火対象物

1階段 (避難経路)が

アーウ以外の防火対象物 O防 火対象物―の1関係者が

2 上記以外の防火対象物 オ 上記以外の防火対象物
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【参考】消防法令上の有資格者
※ 下線は組含事務局

■ 消防法第 17条の 3の 3(消 防設備士の業務独占)
第 17条第 1項の防火対象物 (政令で定めるものを除く。)の関係者は、当該防火対象物における消防用設
備等又は特殊消防用設備等 (第 8条の 2の 2第 1項の防火対象物にあつては、消防用設備等又は特殊消防用
設備等の機能)について、総務省令で定めるところにより、定期に、当該防火対象物のうち政令で定めるも
のにあつては消防設備士免状の交付を受けている者又は総務省令で定める資格を有する者に点検させ、その

他のものにあつては自ら点検し、その結果を消防長又は消防署長に報告しなければならない。

■ 同法第 17条の 5
消防設備士免状の交付を受けていない者は、次に掲げる消防用設備等又は特殊消防用設備等の工事 (設置

に係るものに限る。)又は整備のうち、政令で定めるものを行つてはならない。
1 第 10条第 4項の技術上の基準又は設備等技術基準に従つて設置しなければならない消防用設備等
2 設備等設置維持計画に従つて設置しなければならない特殊消防用設備等

■ 消防法施行規則第 31条の 6(有 資格者が点検する設備等の種類、有資格者 ) 1～ 4 (略 )
5 法第 17条の 3の 3の規定により消防設備士免状の交付を受けている者又は総務省令で定める資格を
有する者が′点検を行うことができる消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類は、消防庁長官が定める。

6 法第 17条の 3の 3に規定する総務省令で定める資格を有する者は、次の各号のいずれかに該当する
童で、消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検に関し必要な知識及び技能を修得することができる講

習であつて、消防庁長官の登録を受けた法人 (以下この条及び次条において「登録講習機関」という。)

の行うものの課程を修了し、当該登録講習機関が発行する消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検に

関し必要な知識及び技能を修得したことを証する書類 (次項及び次条第 2項において「免状」という。)
の交付を受けている者 (次項及び次条第 2項において「消防設備点検資格者」という。)とする。

1 法第 17条の 6に規定する消防設備士
2 電気工事士法 (昭和 35年法律第 139号)第 2条第 4項に規定する電気工事士
3 建設業法 (昭和 24年法律第 100号)第 27条 並びに建設業法施行令 (昭和 31年政令第 273号 )
第 27条の 3及び第 27条の 8に規定する管工事施工管理技士

4 水道法 (昭和 32年法律第 177号)第 12条及び水道法施行令 (昭和 32年政令第 336号)第 4条
に規定する水道布設工事監督者の資格を有する者

5 建築基準法第 12条第 1項に規定する建築物調査員資格者証の交付を受けている者又は同条第 3項
に規定する建築設備等検査員資格者証の交付を受けている者

6 建築士法第 2条第 2項に規定する一級建築士又は同条第 3項 に規定する二級建築士
7 学校教育法 による大学若しくは高等専門学校、旧大学令 (大正七年勅令第 388号 )に よる大学
又は旧専門学校令 (明治 36年勅令第 61号 )に よる専門学校において機械、電気、工業化学、土木

又は建築に関する学科を修めて卒業した後消防用設備等又は特殊消防用設備等の工事又は整備につ

いて一年以上の実務の経験を有する者

8 学校教育法 による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令 (昭和 18年勅第 36号)によ
る中等学校において機械、電気、工業化学、土木又は建築に関する学科を修めて卒業した後消防用

設備等又は特殊消防用設備等の工事又は整備について 2年以上の実務の経験を有する者

9 消防用設備等又は特殊消防用設備等の工事又は整備について 5年以上の実務の経験を有する者
10 前各号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると消防庁長官が認める者

■ 消防法施行令第 36条の 2(業務独占の対象外となる「軽微な整備」)
2 法第 17条の 5の政令で定める消防用設備等又は特殊消防用設備等の整備は、次に掲げる消防用設
備等又は必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等若しくは特殊消防用設備等の

整備 (屋内消火栓設備の表示灯の交換その他総務省令で定める軽微な整備を除く。)とする。
1 前項各号に掲げる消防用設備等 (同項第 1号から第 3号まで及び第人号に掲げる消防用
設備等については電源、水源及び配管の部分を除き、同項第 4号から第 7号まで及び第 9

号から第 10号までに掲げる消防用設備等については電源の部分を除く。 )
2 消火器
3 漏電火災警報器

■ 同規則第 33条の 2(消防設備士でなくても行うことのできる消防用設備等の工事又は範囲 )
消防法施行令第 36条の 2第 2項の総務省令で定める軽微な整備は、屋内消火栓設備又は屋外消火栓設備
のホース又はノズル、ヒユーズ類、ネジ類等部品の交換、消火栓箱、ホース格納箱等の補修その他これらに

類するものとする。
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※ 下線は組含事務局

消防法施行規則 (昭和 36年自治省令第 6号) 最終改正/消防法施行規則等の一部を改正する省令
(平成 30年 6月 1日総務省令第 34号)

(消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検及び報告)

第二十一条の六 法第十七条の三の三の規定による消防用設備等の点検は、種類及び点検内容に応じて、一
年以内で消防庁長官が定める期間ごとに行うものとする。
2 法第十七条の三の二の規定による特殊消防用設備等の点検は、第二十一条の二の二第六号の設備等設置
維持計画に定める点検の期間ごとに行うものとする。
3 防火対象物の関係者は、前二項の規定により点検を行つた結果を、維持台帳 (第二十一条の三第一項及
び第二十二条の十人の届出に係る書類の写し、第二十一条の三第四項の検査済証、次項の報告書の写し、
消防用設備等又は特殊消防用設備等の工事、整備等の経過一覧表その他消防用設備等又は特殊消防用設備
等の維持管理に必要な書類を編冊したものをいう。)に記録するとともに、次の各号に掲げる防火対象物
の区分に従い、当該各号に定める期間ごとに消防長又は消防署長に報告しなければならない。ただし、特

殊消防用設備等にあつては、第二十一条の二の二第六号の設備等設置維持計画に定める点検の結果につい

ての報告の期間ごとに報告するものとする。
一 令別表第一 (一)項から (四 )項まで、 (五)項イ、 (六)項、 (九)項イ、 (十六)項イ、 (十
六の二)項及び (十六の三)項に掲げる防火対象物 一年に一回
二 令別表第一 (五)項口、 (七)項、 (人)項、 (九)項口、 (十)項から (十五)項まで、 (十六)
項口、 (十七)項及び (十人)項までに掲げる防火対象物 三年に一回
4 塗笙土上条の三の三の規定による点検の方法及び点検の結果についての報告書の様式は、消防庁長官が
定める。

5 塗笙土土会の二の二の規定により消防設備士免状の交付を受けている者又は総務省令で定める資格を
有する者が点検を行うことができる消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類は、消防庁長官が定める。
6 法第十七条の二の三に規定する総務省令で定める資格を有する者は、次の各号のいずれかに該当する者
で、消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検に関し必要な知識及び技能を修得することができる講習で
あつて、消防庁長官の登録を受けた法人 (以下この条及び次条において「登録講習機関」という。)の行
うものの課程を修了し、当該登録講習機関が発行する消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検に関し必
要な知識及び技能を修得したことを証する書類 (次項及び次条第二項において「免状」という。)の交付
を受けている者 (次項及び次条第二項において「消防設備点検資格者」という。)とする。
一 法第十七条の六に規定する消防設備士
二 電気工事士法 (昭和三十五年法律第百三十九号)第二条第四項に規定する電気工事士
三 建設業法 (昭和二十四年法律第百号)第二十七条並びに建設業法施行令 (昭和三十一年政令第二百
七十二号)第二十七条の三及び第二十七条の人に規定する管工事施工管理技士
四 水道法 (昭和三十二年法律第百七十七号)第十二条及び水道法施行令 (昭和三十二年政令第二百三
十六号)第四条に規定するボ道布設工事監督者の資格を有する者
五 建築基準法第十二条第一項に規定する建築物調査員資格者証の交付を受けている者又は同条第二
項に規定する建築設備等検査員資格者証の交付を受けている者
六 建築士法第二条第二項に規定する一級建築士又は同条第二項に規定する二級建築士
七 学校教育法による大学若しくは高等専門学校、旧大学令 (大正七年勅令第二百八十人号)による大
学又は旧専門学校令 (明治二十六年勅令第六十一号)による専門学校において機械、電気、工業化学、
土木又は建築に関する学科を修めて卒業した後消防用設備等又は特殊消防用設備等の工事又は整備
について一年以上の実務の経験を有する者
入 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令 (昭和十八年勅令第二十六号)
による中等学校において機械、電気、工業化学、土木又は建築に関する学科を修めて卒業した後消防
用設備等又は特殊消防用設備等の工事又は整備について二年以上の実務の経験を有する者
九 消防用設備等又は特殊消防用設備等の工事又は整備について五年以上の実務の経験を有する者
十 前各号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると消防庁長官が認める者
7 消防設備点検資格者は、次の各号のいずれかに該当するときは、その資格を失うものとする。
一 成任被後見人又は被保佐人となったとき。
二 禁錮 以上の刑に処せられたとき。
三 法に違反し、罰金の刑に処せられたとき。
四 消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検を適正に行つていないことが判明したとき。
五 資格、学歴、実務の経験等を偽つたことが判明したとき。
六 消防庁長官が定める期間ごとに登録講習機関の講習を修了し、当該登録講習機関が発行する免状の
交付を受けなかつたとき。
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※ 下線は組含事務局

消防法施行規則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応 じて行う点検の

期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件 (平成16年 5月 31日 /消防庁告示第 9号)

改正 平成18年 7月 3日 消防庁告示第32号

同 21年 2月 26日 同 第 2号

同 21年 9月 15日 同 第18号

同 22年 2月 5日 同 第 4号

同 26年 4月 14日 同 第14号

同 30年 3月 29日 同 第 6号

消防法施行規則 (昭和 36年 自治省令第 6号)第 31条の 6第 1項及び第 4項の規定に基づき、消防用設備等又は
特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応 じて行 う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の

様式を次のとお り定める。

第 1用語の定義
この告示において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

1点検 消防用設備等にあつては消防法 (昭和 23年法律第 186号 。以下 「法」とい う。)第 17条第 1項の技
術上の基準に、特殊消防用設備等にあつては同条第 3項の設備等設置維持計画に適合 しているかどうかを確認
することをいう。

2消 防用設備等の種類等 消防用設備等 (非常電源、配線及び総合操作盤の部分を除く。 )の種類及び非常電源の
種別並びに配線及び総合操作盤の別をい う。

3消 防用設備等の機器 消防用設備等のヘ ッド、感知器、加圧送水装置、配管等の機器をい う。

第 2点検の内容及び点検の方法
点検の内容及び点検の方法は、次のとお りとする。ただ し、特殊消防用設備等にあつては、法第 17条第 3項に規
定する設備等設置維持計画によるものとする。

1機器点検 次の事項について、消防用設備等の種類等に応 じ、別に告示で定める基準に従い確認すること。
消防用設備等に附置される非常電源 (自 家発電設備に限る。)又は動力消防ポンプの正常な作動

消防用設備等の機器の適正な配置、損傷等の有無その他主として外観から判別できる事項

消防用設備等の機能について、外観から又は簡易な操作により判別できる事項

2総合点検 消防用設備等の全部若しくは一部を作動させ、又は当該消防用設備等を使用することにより、当該消
防用設備等の総合的な機能を消防用設備等の種類等に応じ、別に告示で定める基準に従い確認すること。

第 3点検の期間
点検の期間は、次の表の上欄 (左欄)に掲げる消防用設備等の種類等並びに同表中欄に掲げる点検の内容及び方
法に応じ、同表下欄 (右欄)に掲げるとおりとする。ただし、特殊消防用設備等にあつては、法第 17条第 3項に
規定する設備等設置維持計画に定める期間によるものとする。

(1

(2
(3

消防用設備等の種類等 点検の内容及び方法 点検の期間

消火器具、消防機関へ通報する火災報知設備、誘導灯、誘導標

識、消防用水、非常コンセント設備、連結散水設備、無線通信補

助設備及び共同住宅用非常コンセント設備

機器′点検 6月

屋内消火栓設備、スプリンクラー設備、水噴霧消火設
備、泡消火設備、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消
火設備、粉末消火設備、屋外消火栓設備、動力消防ポン
プ設備、自動火災報知設備、ガス漏れ火災警報設備、漏

裏袢鯰歎替

'孵

鞣熾鍼i鼈 :然蓉
装糖} 奮ゝ差亀罵ズ多す0フ9L袋鵬r翼嵩程皇鷲曹螢火災報知設備、住戸用自動火災報知設備、共同住宅用非
言苓賀贅蝙発事属讐篤浬房練達肇篇t績蓉基督屋焼ン用自動火災報知設備並びに特定駐車場用泡消火設備___

機器′点検 6月

総合′点検 1年

配線 総合点検 1年

第 4 点検の結果についての報告書の様式
点検の結果の報告は、別記様式第一の消防用設備等 (特殊消防用設備等)点検結果報告書に、消防用設備等又は特

殊消防用設備等の種類等に応 じ、別に告示又は設備等設置維持計画で定める点検票を添付 して行 うものとする。た

だし、消防用設備等のうち、消防長又は消防署長が適当と認める場合にあつては、別記様式第二の消防用設備等 (特

殊消防用設備等)点検結果総括表及び別記様式第二の消防用設備等 (特殊消防用設備等)点検者一覧表を添付するこ

とをもつて足りるものとする。

・ 別記様式第 1「消防用設備等 (特殊消防用設備等)点検結果報告書」
・ 別記様式第 2「消防用設備等 (特殊消防用設備等)点検結果総括表 (その 1)(そ の 2)」
。 別記様式第 3「消防用設備等 (特殊消防用設備等)点検者一覧表」          ※ 附則は略
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消 防用設備等 の点検 の基準 及 び消 防用設備 等 点検結 果報 告書 に添付 す る点検 票 の様 式 を定め る件

(昭和 50年 10月 16日 /消防庁告示第 14号 )

改正 昭和 55年 9月 29日 消防庁告示第8号

～ 平成 30年6月 1日 消防庁告示第 7号

昭和50年消防庁告示第 3号に基づき、消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式を
次のように定める。消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式は、消防用設備等の種

類及び非常電源の種別並びに配線及び総合操作盤の別に応じ、次のとおりとする。

1消火器具の点検の基準及び点検票     別表第 1及び別記様式第 1
2屋内消火栓設備の点検の基準及び点検票  別表第 2及び別記様式第 2
3ス プリンクラー設備の点検の基準及び点検票 男1表第 3及び別記様式第 3
4水噴霧消火設備の点検の基準及び点検票  別表第 4及び別記様式第 4
5泡消火設備の点検の基準及び点検票    別表第 5及び別記様式第 5

6不活性ガス消火設備の点検の基準及び点検票  別表第 6及び別記様式第 6
7ハ ログン化物消火設備の点検の基準及び点検票 男J表第 7及び別記様式第 7
8粉末消火設備の点検の基準及び点検票    別表第 8及び別記様式第 8
9屋外消火栓設備の点検の基準及び点検票   別表第 9及び別記様式第 9
10動 力消防ポンプ設備の点検の基準及び点検票 男1表第 10及び別記様式第 10

11 自動火災報知設備の点検の基準及び点検票       別表第 11及び別記様式第 11
11の 2ガス漏れ火災警報設備の点検の基準及び点検票   別表第 11の 2及び別記様式第 11の 2
12漏 電火災警報器の点検の基準及び点検票        別表第 12及び別記様式第 12
13消 防機関へ通報する火災報知設備の点検の基準及び点検票 男り表第 13及び別記様式第 13
14非 常警報器具及び設備の点検の基準及び点検票     別表第 14及び別記様式第 14
15避 難器具の点検の基準及び点検票           別表第 15及び別記様式第 15

16誘 導灯及び誘導標識の点検の基準及び点検票  別表第 16及び別記様式第 16
17消 防用水の点検の基準及び点検票      別表第 17及び別記様式第 17
18排 煙設備の点検の基準及び点検票      別表第 18及び別記様式第 18
19連 結散水設備の点検の基準及び点検票    別表第 19及び別記様式第 19
20連 結送水管の点検の基準及び点検票     別表第 20及び別記様式第 20

21非 常コンセント設備の点検の基準及び点検票      別表第 21及び別記様式第 21
22無 線通信補助設備の点検の基準及び点検票       別表第 22及び別記様式第 22
23非 常電源 (非常電源専用受電設備)の点検の基準及び点検票 男J表第 23及び別記様式第 23
24非 常電源 (自 家発電設備)の点検の基準及び点検票    別表第 24及び別記様式第 24
25非 常電源 (蓄電池設備)の点検の基準及び点検票     別表第 25及び別記様式第 25
25の 2非常電源 (燃料電池設備)の点検の基準及び点検票   別表第 25の 2及び別記様式第 25の 2

26配 線の点検の基準及び点検票             別表第 26及び別記様式第 26
27総 合操作盤の点検の基準及び点検票          別表第 27及び別記様式第 27
28パ ッケージ型消火設備の点検の基準及び点検票     別表第 28及び別記様式第 28
29パ ッケージ型自動消火設備の点検の基準及び点検票   別表第 29及び別記様式第 29
30共 同住宅用スプリンクラー設備の点検の基準及び点検票  別表第 30及び別記様式第 30

31共 同住宅用自動火災報知設備の点検の基準及び点検票           別表第 31及び別記様式第 31
32住 戸用自動火災報知設備及び共同住宅用非常警報設備の点検の基準及び点検票 男J表第 32及び別記様式第 32
33特 定小規模施設用自動火災報知設備の点検の基準及び点検票        別表第 33及び別記様式第 33
34加 圧防排煙設備の点検の基準及び点検票                 別表第 34及び別記様式第 34
35複 合型居住施設用自動火災報知設備の点検の基準及び点検票        別表第 35及び別記様式第 35
36特 定駐車場用泡消火設備の点検の基準及び点検票             別表第 36及び別記様式第 36

附 則 公布の日から施行する。
附 則 昭和 55年 9月 29日 消防庁告示第 8号 昭和 56年 1月 1日 から施行

附 則 (平成 26年 4月 14日消防庁告示第 15号)
この告示は公布の日から施行する。 ※ 記載項目「会社名Jの追加

附 則 (平成 27年 3月 16日 消防庁告示第 5号 )
この告示は、公布の日から施行する。
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8 知l線継 士簡 1

消防用設備等 (特殊消防用設備等) 点検結果報告書

年 日

消防長 (消防署長)(市町村長)殿
属 出 者

下記のとおり消1防用設備等 (特殊消防用設備等) の点検を実施したので、

17条の3の 3の規定に基づき報告します。
.

記

防

火

対

象

物

所 在 地
名 称

用   途

特‐案1格 1着ホ験

観
ｒ
や 地‐上 1lil'F:11餞 | _地 下    階 ―延べ面積 m・2

ヽ

　

　

デ
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::,li継量鵞
寝
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物 '日粉来)熟

ロガス漏れ火災警報設続 口漏電火災警報器 甲消防機関へ通報する火災報知設備
El非常警漱器具 ロメロ常警報設備 El避難器具 口誘導灯 □誘導標識
口

'肖

防用水 □排鯉設備 □連絡散水設備 口連結送水管 (共同住宅用連結選水管)
口非常コンセント設備 (共同住宅用チF常コンセント設備)口無線通信補助設備

非常電源 (El専用受電設備 .口自家発電設備 口警電池設備 □然料電池設備)
口配線 口総合操作盤 ロパッケージ型消火設備 ロパックージ型自動7H火設備
日共同住宅用スプリンクラ∵設備 田共同住宅用自動火災報知設備
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麟 型 1蟹L_,Fザ・
ド`‐~

y L3Fpr/減稲につぃては、該

ヽ

―
　

　

ト
ン

|:

‰
岬 窯轟

‐要 ・ 不 要‐〕Ⅲ.・・ :   ‐̂・・・
´
'■
■―・|=|‐  …ⅢⅢⅢⅢ…■‐・・‐|=■

、`～

〆
‐「

虚
緒

この用紙の大きさは、日本産業規格A4と すること。



改 IE前

備考 1 この用紙の大きさは、日本工業規格A4と すること。
1■J:る こと。

3 消防用1贅備等又は特殊消防用設備等ごとのパ検票を添付すること。
4 ※印襴は、記入しないこと。
6 点検脚関のうち,llU防用設備等と同時に|IT殊消防用設備等を点検する場合、その点検期llllを
入すること。
6 住所、社名及び電稲番号の1間は、点検者が会社 (会社以外の法人に所属する場合は当核秘人)
る場合には、当該所属する会社の住所、社名及び電話器号を出入すること。

( )へ記

ｕ
″ 1    ・

＼     `

消防角設備等 (特殊消防用設備等負轟か結果

鶏事

書ノ
月   :

消防長 (消防署長)(市町村長)殿          ′

届 出 者

住  所

電話番■ _

下記のとおり消防用設備等 (特殊消防用設備等)の点検を実施したので、消防法第
17条の3の 3の規定に基づき報告します。

記

防

火

村

象

吻

所 在 地
名 称

用 途

構造 。規模
造 地上 階   地下 階

床面積 ml 延入面積 m r2

点 検 期 間 年  月から  年  月まで (  年  月から  年  月まで)

勝鷲曇勝輩薄メ霧繁導
点  検  票 別添のとお り

点

険

者

住 ・所 社  名

氏 名 電話番・8'

点 検 資 格

消 防
設備士

種 類 等 交付知事
交付年月日 講 習 受 3静 状 況

交付番号 受 講 地 受講年月

類種
甲
・
乙

道

県

都

府

年 月 日 道

県

都

府
年 月

第 号

消防設
備点検
資格着

種 類
交付年月日 再 講 習 受 講 状 況

交付番号 受  講 ° 年  月

特 。第 1.第 2種
年 月 日

年 月
第 号

※受 付 欄 ※経  過  欄 ※備 考

に所溝す



男1記様式第2
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″`゙  1″  ′ 予 ■ル|

、ヽ
消防用設備等 (1

≫

鰐

一鷲

囲 設 点検結果総括表

点検実施

責 任 者

年 月 日～   年 月 日懲諭飾編 驚麟燻
検)

ヽ

Ｆ́

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格A4と すること。
2 判定欄は、IE常の場合は「良」に、不良の場合は「不良Jに O印をイJし 、
すること。

不良内容欄にその内容を記入

3 措置内容欄には゛点検の際lll置 した内容を記入すること。

・
立  会  者措 置 内 容

こその2)轟蛇
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別記株式第2

消防用設備等 (特殊消防用設備等)
その 1

名  称
防  火
管 理 者

⑪

所 在 地
点検実施

責 任 者

点検種別機l儀鶴岬溶ilttl 点検年月日 年 り1 日～    年 月 日

設 備 名
点 検 結 果

措 置 内 容 立  会  者
判  定 不良内容

良 '不良 ⑪

良 `不良 ③

良・不良 〇

良・不良 ①

良・不良 ③

良・不良 ③

プ

…，デ
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備考 1 この用紙の大きさは、日本こに業規格A4と すること。
2 判摩IP4は、正常の場合は「良]に、不良の場合は「不良1に O曹 lを付し、不良内容lllにその内容を記入
すること。            .
3 .措置内容欄には、点検の際措置した内容を記入すること.                 ・

′
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消防用設備筆 (特殊消防用設備等)′点検結果総橋表

備考 1 このllli紙の大きさは、日本産業l12格 A4と すること。
2 判定llJは 、正常の場合は「良Jに 、不良の場合は「不良」にO印をイ1.し 、不良内容llHに その内容を記入
すること。                            、

3 措置内容襴には、点検の際措蹴した内容を記入すること。

男1記様式第2

タ



別記株式第2 .

備考 l この用紙の大きおは、日本iE業規格A4と すること。
2 判定欄は、正常の場合は「良Jに、不良の場合は「不良Jに O印を付し、不良内容欄にその内容を記入
すること。

3 措置内容側には、点検の際lll置 した内容を記入すること。
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消防用設備等



別IE様式第3

点 、́ぉ́ ギ協が“・
がれ

'・ い`,4者 tt、、ヽ,、
^

設 備 名

住 所 ハF2〆ダ́        1墨 _1.J__主:h
社 翡 Itt・

      ttI「
丁]霊語蕃与|   :h

資格 .‐ 消防設備士        ・＼
種膳 交付年月日 交付番号 交付知事 講習受.lri年 月ゝ

甲 ,熱 特 類 年   月   ロ 年 ヘ
ヴ乙御 1類 年  月  ロ 41   月

仰・乙種 2類 11  月  日 年  月

甲0る種 3類 年  月   ロ ′
「   月

甲 0る種 4類 年 ,月  日 年  月

甲・乙種 6類 年  月  日 年  月

乙  種 6類 年  月  ロ 年 プ
乙  種 7類 年  月  日 年.メ
資格 消防設備点検資格者      .イ

´

種類等 交付年月日 交付番号
「
I講融 講年月

待＼     種 年  月  日 ,..r^r' tF ll

fri \ tfr 年   月   FJ か〆 年  月

第  2｀ ｀可鳳 、気   年  月  ロ _―
‐ プ

7411   月

備考 1 この A4とすること。
2 儀所、‖:名及び鶴話番号の欄は、点検者が会社 (会社以外の法人に所属する場合は当該法人)に所属す
る場合には1当核所属り・る会社の住所、制絡及び電椰番号をrd入 1ハること。
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